
資料１－２ 

事業計画の検討段階における手続きの比較 

対 象 事業計画の検討段階（EIA 手続き以前） EIA 手続き 

SEA 実施事業 
※実施の有無は事業者が判断 

※アセス法の第 1 種事業が中心（発電所は除

く） 

※民間事業は可能な限りの取組みを期待 

 

※具体的な SEA の実施については、関係省庁

等が個別のガイドライン等を作成し、取組み

を進めることを期待 

  

 

 

 

 

 
 

PI 実施事業 
※国土交通省所管の河川、道路、港湾、空 

港等の国等が実施する事業のうち、国民 

生活、社会経済又は環境への影響が大き 

いものに関係する計画で構想段階にある 

ものに適用することを基本とし、必要に 

応じ、各事業において適用対象を定める 

※適用例：淀川左岸線延伸事業 
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事業者による事業計画の検討（スクリーニング含む） 

 

 

 

 

 

SEA 実施事業 
※条例対象での適用は少ないと考えられる。 
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上位計画のうち事業の位置・規模等の検討段階
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① 複数案の設定 

② 評価項目の設定 

③ 複数案の比較評価 

⇒計画案の選定（自らの責任で）

※住民参加促進（住民等への説明）

※技術・専門的検討（必要に応じ

て委員会等を設置） 
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※SEA の評価結果の取扱い（「戦略的環境アセスメント導

入ガイドライン」（H19.4 環境省）より） 

SEAにおいて明らかにされた対象事業に係る内容の具

体化の過程における環境保全の配慮に係る検討の経緯及

びその内容など、SEAの評価結果については、環境影響

評価方法書等の作成に活かすことが望ましい。 

※PI の位置づけ（「公共事業の構想段階における計画策定

プロセスガイドライン」（H20.4 国土交通省）より 

本ガイドラインが示す構想段階における計画策定プロセ

スは、社会面、経済面、環境面等の様々な観点から総合

的に検討を行い、計画を合理的に導き出す過程を住民参

画のもとで進めていくこととしており、いわゆる戦略的

環境アセスメントを含むものとなっている。 

 
PI 実施事業 
※道路アセスなどでの実施が考えられる。 
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上記以外の事業 事業者による事業計画の検討 

方
法
書
の
提
出

事業計画素案策定

・事業計画地の位

置・面積・形状

・事業規模・特性

・土地利用計画・

施設計画 等 

事業の実施場所、規模、施設計画、工事計画等の具体化の段階

環
境
配
慮
事
項
の
選
定
又
は
設
定

施設計画、工事

計画等を具体

化する段階で、

具体的な環境

配慮の内容を

検討し、その結

果を計画に反

映 

・住民意見 

・市町村長意見         → 知事意見

・事業計画に係る審査会意見 

※方法書等への記載（技術指針案） 

事業の実施場所、規模を具体化する段階の複数案等 

事業計画策定に当たって比較した、環境への影響の回避又は低減

の検討が可能である複数案（事業の実施場所や規模と一体的に検討

した事項がある場合は、当該事項に係る内容を含む）の内容、環境

面から見た各案の長所・短所及び特に留意すべき環境影響の内容と

対応方策を、方法書、準備書及び評価書に記載するものとする。 

他の施策の組み合わせ等により対象事業の目的を達成できる案を

検討した場合は、その案も記載するものとする。 

また、複数案を比較しなかった又は比較できなかった場合は、そ

の理由を記載するものとする。 

技

術

指

針

に

基

づ

く

方

法

書

作

成

を

指

導

事業の実施場

所、規模を具体

化する段階で、

必要に応じて

複数案を比較

するなどして、

環境保全に適

正に配慮され

た事業計画と

なるよう検討

・環境概況調査 

・現地調査 

環

境

影

響

評

価

実

施 

 


